
令和４年度事業報告 
 

 

【１】概  況 
 

令和４年度の日本経済は、コロナ禍からの社会経済活動の正常化が進みつつある中、緩
やかな持ち直しが続いている。その一方で、世界的なエネルギー・食料価格の高騰や欧米
各国の金融引締め等による世界的な景気後退懸念など、我が国経済を取り巻く環境には厳
しさが増している。 
一方、トラック運送業界においては、燃料価格高騰に係る対応をはじめ、貨物自動車運

送事業法の改正に伴う「標準的な運賃」の活用等による適正な運賃・料金の収受が図られ
るよう全力を傾注するほか、輸送力を維持していくための優秀な人材の確保が、重要な課
題となっております。 
このような状況下、当協会は山積する諸課題・諸問題に対処するために会員事業所の積

極的な支援・協力のもと「「標準的な運賃」による適正な運賃並びに料金の収受」、「燃
料価格高騰対策の推進」、「荷主企業との協働による労働環境改善の推進」、「若年労働
力等の確保・人材育成の推進」、「適正化事業と法令遵守の推進」、「高速道路通行料金
の引き下げ及び割引制度拡充の推進」を重点施策とし、新型コロナウイルス感染防止対策
を図りながら、各種事業に積極的に取り組んで参りました。 
以下、令和４年度各事業計画に基づき、事業を実施してきたところであります。 

 

 

【２】令和４年度事業活動報告 
 

１ 公益目的事業 
      一般社団法人への移行に伴い、８３年継続して行う不特定かつ多数の者の 
      利益の増進に寄与する事業 

トラック輸送産業は公共の道路を使用して業務を行っており、交通安全、事故防
止への取り組みは社会との共生を図る上で最重要課題であることから、その責任を
果たすべく、公益目的事業として交通安全意識の高揚を図り、事故防止に寄与する
ことを目的とした下記の事業を行った。 
(1) 交通安全意識の高揚を図るための啓発広告事業 

交通安全運動期間中の新聞広告及びラジオ・テレビ広告、常設のデジタルサイ
ネージ（東北道下り佐野ＳＡと栃木県運転免許センター）を通じて、広く県民に
交通安全思想の普及・浸透を図った。 

(2) 交通安全意識の高揚を図るための交通安全教室 
交通事故の中でもトラック特有の事故ケースを、実車を使って再現する交通安 

全教室を、県内の小中学校を中心に、延べ４３回、６，５９２名を対象に実施し、
交通安全意識の高揚を図った。 

(3) 交通安全啓発グッズや交通事故被害を軽減する安全用品の無料配布 
交通ルールの遵守と正しい交通マナーの励行を呼びかける内容の啓発グッズ 

（のぼり旗 2,000枚・消しゴム 5,000個・鉛筆 780ダース）や交通事故被害を軽
減する安全用品（高校生向け自転車用ヘルメット 650個・高齢者向け歩行補助用
杖 300本）の無料配布を行った。 

(4) 道路・歩道上にあるごみ等の障害物を除去する道路清掃（ごみ拾い） 
交通事故の発生を未然に防止する活動として、交通事故の原因となりうる道路

・歩道上の障害物（ごみ等）の除去作業を、令和 4 年 11 月 20 日に県内延べ 13 
カ所、延べ 842名を動員し実施した。 



２ 事故防止対策事業 
（１）運転者向け事故防止講習会 

県北･県央･県南ブロック別に運転者向け事故防止講習会を実施した｡ 
・県北ブロック 令和４年５月２８日（土） 参加者： ４０名 
・県南ブロック 令和４年６月 ４日（土） 参加者： ９０名 
・県央ブロック 令和４年６月１８日（土） 参加者：１０６名 

（２）運転者特別教育 
運転者の事故防止を図るため特に初任運転者（新たに運転者として選任した 

者、過去３年以上事業用自動車の運転経験がない者）の特別教育をトーブモータ 
ースクール（年１２回）、那須自動車学校（年６回）にて合計２５３名に対し実 
施した。 

（３）高齢ドライバー向け安全運転講習会 
ドライバーの高齢化が進む中で加齢による事故も増加しているため高齢ドライ 

バー向けの安全講習会を実施した。 
・令和４年 ４月２３日（土） 参加者：２９名 
・令和４年１１月１９日（土） 参加者：１５名 

（４）健康診断の確実な受診のための支援 
健康起因事故防止を目的とした、定期健康診断及び深夜業従事者の健康診断の

確実な受診に向け、県内３カ所で半年に１回の集団バス健診を合計４１２名に対
して実施した。 

（５）車輪脱落事故防止セミナー 
近年増加傾向にある車輪脱落事故防止に向けてセミナーを実施した。 
・令和４年 ９月１４日（水）午前・午後と２回開催 参加者８９名 

（６）陸運事業者のための安全マネジメント研修 
運輸安全マネジメントと労働安全衛生マネジメントシステムガイドラインの 

一体化による効果的な運用について研修会を実施した。 
・令和４年１０月 ６日（木） 参加者： ９２名 

（７）健康起因事故防止セミナー 
過労死や健康起因を引き起こす原因となる病気（心疾患、脳疾患、ＳＡＳなど）

の周知や生活習慣病の予防方法についてセミナーを実施した。 
・令和４年１０月１２日（水） 参加者： ３８名 

（８）交通事故撲滅総決起大会 
事故防止の基調講演の開催後、交通安全・事故防止活動への強い決意を表明す

る「交通安全宣言」を決議し、交通安全シュプレヒコールを行い、交通事故撲滅
を誓った。 
・令和５年 １月１７日（火） 参加者：１６１名 

（９）事故防止対策事業の一部助成  
① 安全装置等導入促進事業へ一部助成 

交通事故防止対策事業として、後方視野確認支援装置、呼気吹き込み式アルコ
ールインターロック装置導入に対し一部助成を１１０事業者２１７機行った。 

② 血圧計導入促進事業へ一部助成 
運転者の健康管理の一環として、血圧計導入に対し一部助成を３事業者３台に

行った｡ 
③ ドライブレコーダ機器等導入促進事業へ一部助成 

交通事故抑止、運転マナーの向上に効果が高い、ドライブレコーダ導入に対し
一部助成を８７事業者３５１機に行った｡ 

④ 定期健康診断へ一部助成 
運転者の健康状態を確認することは貨物輸送の安全を確保する上で不可欠であ

るため、定期健康診断に対し一部助成を３０６事業者７，３４０名に行った。 
⑤ 睡眠時無呼吸症候群（ＳＡＳ）検査の助成 

睡眠時無呼吸症候群に起因する居眠り運転による重大な交通事故を防止する為
の検査受診費に対し一部助成を７５事業者９４７名に行った。 

 



⑥ 脳ドック・心臓ドック等受診への一部助成 
運転者の健康起因による事故防止の一環として、脳ドック・心臓ドック等に一
部助成を１８事業者４９名に行った。 

 

 

３ 交通安全対策事業 
（１）交通事故防止コンクールの実施 

警察本部､ 運輸支局の指導の下、交通事故防止１００日コンクールを実施し、
第３７回営業用自動車事業所交通事故防止１００日コンクール県警本部長・栃木
運輸支局長表彰として１１事業所、第６回交通事故防止優良事業所として１９事
業所を表彰した。表彰式については、新型コロナウイルス感染拡大防止の観点か
ら中止した。 

（２）トラック安全運転競技会の実施 
交通法規の遵守と運転技能及び点検技術の向上を図り､ 交通事故防止に努める

とともに、トラックドライバーとしての誇りと社会的責務の自覚を目的に第４５
回栃木県トラック安全運転競技会を新型コロナウイルス感染拡大防止の観点から
規模を縮小して開催した。 
・令和４年 ５月２１日（土）会場：トーブモータースクール 
１１トン部門：８名 ４トン部門：４名 トレーラー部門：３名 計１５名 

（３）交通労災事故防止推進対策 
交通及び労災事故防止を円滑に推進するため「事業用自動車総合安全プラン 

２０２５」の実現のための協議会・会議・セミナーを実施した。 
なお、一部の会議については新型コロナウイルス感染拡大防止の観点から書面

開催とした。 
・プラン２０２５目標達成フルセミナー 

令和５年 １月２５日（水） 参加者：１６事業者１６名【実施】 
・第１４回トラック輸送における取引環境・労働時間改善栃木県地方協議会 

令和５年 ２月２０日（月）【書面開催】 
・第９回栃木県事業用自動車安全推進会議 

令和５年 ３月１７日（金）【書面開催】 
（４）管理者講習会の開催 

安全且つ確実な輸送業務を行うにあたり、管理者の資質向上を図るため、運行
管理者一般講習の助成を１,５７９名、整備管理者選任後研修の助成を１,０７８
名に実施した｡ 

（５）運転者適性診断の助成 
運転者の適性を把握し、事故防止の対応を図るため診断費用に対し一部助成を

６，０８６名に対し実施した｡ 
（６）運転記録証明書交付委託事業 

交通事故違反経歴を把握し、事故防止の対応を図るための交付委託事業を実施
し、運転記録証明・ＳＤカードの助成を１２,９６５名に対し実施した｡ 

（７）安全衛生教育講習の一部助成 
安全衛生水準の向上を図るため、交通ＫＹＴ講習受講料の一部助成を５１事業

者７１名に対し実施した｡ 
 

 

４ 労働環境関係対策事業 
（１）労働力確保推進対策 

労働力確保のための労働環境の改善と整備について、女性運転者並びに若年 
者、高齢者の就業増強を図るため関係機関と連携した求人対策、同時に人材の育 
成、教育、能力開発のための諸施策を実施した。 
・全ト協主導のもと㈱リクルートと協働で全国的な求人情報サイトを構築 

令和５年３月末現在の求人票掲載件数９９件 



・web広告（Google/yahoo）掲載 約１６０万回表示 
・求人向け運送業界ＰＲ動画の製作 ３０秒動画×３本 

（２）労使問題懇談会の開催 
運輸関係労働組合代表と協会側が、業界の当面する諸問題事項を提起して、貨

物輸送問題の改善・解決等についての懇談会を開催した。 
・令和４年８月２日（火）運輸労連：４名、協会：８名 計１２名 

（３）労務改善研修会 
労働環境改善推進のための支部研修会を開催した。 
・１２支部１７回 開催 

（４）労働セミナーの開催 
労働環境等の改善及び労災事故防止を目的に、栃ト協主体の労働セミナーを開

催した。 
・令和５年３月２日（木） 参加者：７２事業者９０名 

（５）働きやすい職場認証制度への普及促進 
・新規取得促進セミナー 

令和４年８月２５日（木）参加者：２４事業者２７名 
・取得支援助成金を４事業者に対して行った。 

 

 

５ 輸送サービス改善事業 
輸送サービスの多様化を背景に、常設相談所を設置し、利用者の日々変化するニーズ

を把握することにより安全、輸送品質、業務などのサービスの改善を図った。 
 

 

６ 経営改善対策事業 
世界経済・日本経済及びトラック業界の行方を模索するための経営者セミナー(令和 

5 年 1 月 17 日(火)参加者：189 名)、女性経営者及び管理者向けセミナー(令和 5 年 3 月 
7 日(火)参加者：13 名)、接遇マナー研修会(令和 4 年 5 月 24 日(火)参加者：27 名)を 
実施した。 
トラック運送事業者の経営者・管理者を対象に経営戦略や人材育成などの講座を受講

することによって、経営基盤のより一層の向上を図るため物流経営士資格認定講座一部

助成を 1社 1名（50,000円）に対して実施した。 

中小企業対策として、設備投資や環境対策への対応を図るために金融機関からの融資
保証額に対する信用保証料に対して経費の軽減を図るため、延べ 27 社(2,414,444 円) 
に対して助成を実施した。 
大型・中型・準中型・けん引自動車免許取得及び中型・準中型自動車免許の限定解除

に係る費用の一部助成を 73社 90名（6,265,000円）に対して実施した。 

自社の情報発信、求人募集等に有効なホームページを共同作成する支援事業として、 
ホームページ共同作成説明会を令和 4 年 6 月 27 日(月)(参加者 8 名)と令和 4 年 10 月 1 
8 日(火)(参加者 1 名)に実施し、その後参加した 4 社に対しホームページ作成完了まで 
支援及作成費の一部助成を行った。 
青年部会において研修会を開催した。また、海上コンテナ部会・重量部会・特別積合

部会の専門的な物流対策の諸活動を実施した。 
 

 

７ 環境・エネルギー対策事業 
(1) 環境・エネルギー対策事業各種助成金として、助成金事業・利子補給事業を実施
した。 



①令和４年度環境対応車導入促進助成金 
227台・117事業所・15,380,000円  

②令和４年度アイドリングストップ支援機器導入助成金 
24基・ 14事業所・  160,000円  

③令和４年度ＥＭＳ用機器導入促進助成金 
244台・ 55事業所・ 4,880,000円  

④令和４年度グリーン経営認証制度促進助成金 
20事業所・  800,000円  

⑤令和４年度環境対策融資利子補給 
652,000円  

 

(2) 植樹事業等大気環境改善｢トラックの森づくり事業｣として、各協定書に基づき森
林保護育成を図った。 

①栃 木 県 民 の 森 (矢板市)  下刈作業１回 
令和 4年 9月 17日(土) 

②益 子 の 森 (益子町)  下刈作業１回 
令和 4年 7月 28日(木) 

③岩舟総合運動公園 (栃木市)  下刈作業２回 
令和 4年 7月 4日(月)、10月 21日(金) 

◯トラックの森現状確認 
・栃 木 県 民 の 森 (矢板市)  令和 4年 11月 1日(火) 
・益 子 の 森 (益子町)  令和 4年 11月 1日(火) 
・岩舟総合運動公園 (栃木市)  令和 4年 11月 1日(火) 

 

(3) エコドライブ講習会［３回計画中､３回開催/とちぎ安全教育センター様協力］を
開催し、窒素酸化物や二酸化炭素、粒子状物質等の排出を省燃費運転によって削減
するとともに、安全運転技術の向上を図った。(修了者 27名) 

①令和 4年 11月 10日(木)  トーブモータースクール(場所) 実施 
②令和 4年 11月 24日(木)  トーブモータースクール(場所) 実施 
③令和 5年 01月 27日(金)  トーブモータースクール(場所) 実施 

 

 

８ 適正化事業(巡回指導等) 
トラック運送事業者の健全な発展と輸送の安全確保を目的とした巡回指導及びパトロ 

ール計６３５件、トラック運送事業者に関する苦情処理８７件をそれぞれ実施した。 
また、適正化事業実施機関の組織・運営の一層の中立性・透明性を確保するための 

「評議委員会」を令和４年８月２３日に開催実施した。 
 

 

９ 輸送秩序維持確立対策事業 
（１）輸送秩序確立のための啓蒙活動 

輸送の安全に関する指導や広報活動により遵法意識向上と輸送秩序確立のため
の啓蒙を図った。 

（２）荷主企業に対する啓蒙活動 
・荷主業者４２６社に対し、労働時間の短縮、輸送効率化等の安全向上に向けた
啓蒙として、燃料サーチャージや標準的な運賃等に関するパンフレットを送付
した。 

・栃木県内の主要な荷主４団体、県内工業団地の管理事務所や連絡協議会４３団
体等に対して理解、協力を求める要望活動を実施した。 



（３）貨物自動車運送事業安全性評価事業（Ｇマーク）の周知及び取得支援 
貨物自動車運送事業安全性認定制度を広く周知するのと同時に取得更新希望事

業所に対しては新型コロナウイルス感染拡大防止を徹底しながら案内書を効率的
に配布し、取得支援として個別相談会を実施し、普及促進を図った。 
・今年度新規 ２４事業所 
・今年度更新 ８２事業所 合計１０６事業所 

（４）引越講習会の開催 
引越事業者認定制度に基づき、運送事業における引越管理者等の能力向上によ

って人材を育成し、利用者に対するサービスのレベルアップを図るため引越講習
会を開催した。 
・引越基本講習  令和４年１０月２５日（火）参加者：４名 
・引越管理者講習 令和４年１０月２６日（水）参加者：７名 

（５）法令講習会、適正運賃収受のためのセミナー等の開催 
運輸関係法令、標準的な運賃の周知や原価管理に基づく適正運賃収受に係るセ

ミナーを開催した。 
・「標準的な運賃」活用セミナー 

令和４年 ９月２８日（水）参加者：３７事業者３７名 
・貨物運送事業法改正に伴う労働時間等説明会(栃木労働局･栃木運輸支局 共催) 

県北ブロック 令和５年２月 １日（水）参加者： ７４名 
県南ブロック 令和５年２月 ７日（火）参加者： ６５名 
県央ブロック 令和５年２月１６日（木）参加者：２５２名 計３９１名 

 
 

１０ 適正化啓発対策事業 

（１）各マスメディアやイベント等を通じて業界ＰＲを行うのと同時に種々業界問題の 
窮状を訴える活動を展開した。 
①夏の高校野球県大会への支援と栃木放送（高校野球交流試合ＣＭ協賛）を活用し 
ての啓発活動を展開した。 

②第５１回栃木県少年サッカー大会へ協賛と付随する様々な広告を活用しての啓発 
活動を展開した。 

③県内開催のスポーツイベント（宇都宮ブレックスゲームスポンサー、読売ジャイ 
アンツ対広島東洋カープ試合スポンサー）を活用しての啓発活動を展開した。 

④トラックの日に因んだ広報活動として、プロスポーツチームに協賛し、各試合会 
場に来場された皆様に効果的な広報活動を展開した。 
・令和４年１０月１６日（日）栃木ＳＣ試合会場 来場者：12,490人 
・令和４年１１月２６日（土）宇都宮ブレックス試合会場 来場者：3,734人 
・令和４年１１月２７日（日）宇都宮ブレックス試合会場 来場者：3,484人 

（２）当協会のホームページ及び Twitter を適切に維持管理し、これらのツールを通じ 
て会員、荷主、一般消費者に対しリアルタイムで情報発信を展開した。 

 
 

１１ 共同施設整備運営事業 

トラックサービスセンター（第一研修会館＜昭和５３年建設＞、第二研修会館＜平成
元年建設＞）の健全な運営と充実を図る事を目的として、サービスセンター等の内外及
び付帯する設備の補修整備を実施した。 
また、トラックサービスセンターの建て替えに向けた建設資金の積み立てを実施した。 

※令和４年度トラックサービスセンター利用実績 
・会議・研修会等 延べ   ２７９ 回 
・利 用 人 数 延べ ５，０５１ 人 

 



１２ 緊急物資輸送体制整備事業 

令和 4 年度栃木県・栃木市総合防災訓練[令和 4 年 12 月 11 日(日)・栃木市(栃木市総 
合運動公園)]に参加。 
下野新聞 防災の日特集企画[令和 4 年 9 月 1 日(木)]へ協賛し、県民の防災に対する 

意識の高揚を図った。 
令和 4 年度栃木県・那須町防災図上総合訓練[令和 4 年 8 月 3 日(水)・栃木県庁、那 

須町役場]に参加し、防災図上訓練を実施した。 
令和 4 年度災害物流専門家研修[全ト協主催(令和 5 年 2 月 21 日(火))]に参加し、研 

修を実施した。 
令和 4 年 7 月 23 日(土)に那須烏山市の養豚場における豚熱(CSF)の発生に伴い、栃木 

県との協定に基づき、会員事業者(8 社 19 台)により家畜保健衛生所から集合施設及び 
防疫拠点へ防疫資機材の搬入を実施した。 
緊急輸送対策積立金として、有事災害に備え、災害用積立 100,000円を実施した。 

 

 

１３ 近代化対策事業 

トラック運送事業者の近代化・合理化の促進、輸送力の増強、従業員の福利施設の整 
備等を目的とした、近代化基金の利子補給による長期低利の資金融資について、延べ２ 
社を推薦した。 

 

 

１４ 出捐事業 

中央事業の拡充を図るため、交付金交付額の 23.0％を公益社団法人全日本トラック 
協会に出捐した。 

 

 

１５ 交付金運営事業 

事業の円滑な推進と適正な運営管理を保持するため、交付金運営対策に基づく諸会議 
の開催と広報誌「トラッピーとちぎ」（１２回発行）により、各種情報提供を図るとと 
もに同事業の強化を推進した。 

 

 

１６ 収益事業 

(1) 物資販売事業 
運送事業者の利便性の向上と法令遵守を図ることを目的として、関係帳票類の販売

を行った。 
(2) 矢板トラックステーション事業 
営業用トラックの長距離運行に欠かせない安全運行を支援し、ドライバーの利便性

向上と安全確保を目的として、公益社団法人全日本トラック協会が建設し、運営責任
を負っている矢板トラックステーションの管理業務を実施した。 
なお、施設の概要は以下の通り。 
[住  所] 栃木県矢板市乙畑４４０－２(旧国道４号線沿い) 
[施設内容] 運行情報センター、休憩室、食堂、浴室、トイレ、 

自動販売機、コインランドリー 
[駐 車 場] 大型車３６台、トレーラー１０台収容 

 



１７ 表彰事業 

トラック運送事業を通じ、功労、功績のあった会員や従業員等について、各種表彰へ
の推薦を行った。 

 

 

１８ 会員相互の交流等に関する事業 

会員相互の親睦並びに情報交換等を目的として、令和 4年 10月 29日(土)芳賀カント 
リークラブで、第 25回栃ト協杯チャリティゴルフコンペ(参加者：148名)を実施した。 
また、会員の慶弔に対し、規程に基づき祝い金、香料等の支出を行った。 

 

 

１９ 特別配付事業 

会員事業者に対し以下内容について配付を行った。 
・車輪脱落事故防止のための緩み目視確認用として、ホイールナット及びホイールボ
ルトへのマーキングを行うための「マーカー」を配付。 

・運転者自身のアルコール耐性を理解させ、飲酒運転抑止及び酒気帯び運転防止を目
的とした「体質判定セット」を配付。 

・自動車運送事業者が事業用自動車の運転者に対して行う一般的な指導及び監督の実
施マニュアルに対応した「事業用トラックドライバー研修テキスト」を配付。 

・環境改善対策の一環として、エコドライブおよび CO2排出量の削減につながる車両
の適正な点検整備を推進するため、タイヤの空気圧を測定する「タイヤゲージ」を
配付。 

・自然災害等が発生した際のトイレ問題を解決するツールとして、「災害時事務所用
トイレセット」を配付。 

 

 

２０ 栃木県トラック事業者事業継続緊急支援事業 
燃料価格高騰の影響を受けている県内貨物自動車運送事業者に対して、県民生活及び

県内経済の安定を確保するため、栃木県から交付を受けた補助金の範囲内において支援

金の交付を行った。 


